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世界の腐食センターを目指して 

腐食センター   山本勝美 
 
 
１． はじめに 

腐食防食協会（現腐食防食学会）の中立機関として１９９３年１月に産声を上げた腐食センター

も２０年の歴史を刻んできた。その設立背景としては、１９７０年代に北大名誉教授の故岡本剛先

生を委員長として実施された「腐食損失調査（現在は腐食コスト調査という）」で、各工業分野で

多くの費用が失われているとの調査結果の対応策の一つとして「腐食防食協会メンバーの高い腐食

防食能力と豊かな経験を生かし、社会に役立つ機関としての腐食センター」の要望が強くあった。

加えて、当時のアメリカの社会資本損傷や老朽化（今では高経年化とも言われている）を詳しく述

べた「荒廃するアメリカ」（１９８２年）も、日本の工業界の将来を見据えた重要な背景因子でも

あったと、２００３年１２月１日発行の「腐食センターニュース 設立１０周年特集号」に述べら

れている。 

腐食センターの具体的な設立に関しては、「腐食センター検討特別委員会」が故松島巌博士（当

時日本鋼管）を主査に１９９０年に設けられ、筆者も委員の一員として参画した。これが筆者の腐

食センターとの係わりの第一歩目でもあった。この時に、腐食センターの位置付けとしては、１）

腐食防食協会とは独立した組織、２）中立的立場、３）外部からの依頼案件への守秘義務、４）依

頼案件は有料、を基本的な考え方とした。当初の腐食センター設立の最終構想は、コンサルタント、

データべース構築、教育、調査・試験・研究、資格認定、基準・規格・推奨施工法を業務とし、技

術職員３０名を含む５０名規模の陣容で、初期投資約５０億円、年間経費１０億円であった。余り

にも現実離れしており、資金の調達の見込みも無く、当面の動きとして腐食防食協会内に若干名の

技術者を置き腐食センターの活動を開始した。具体的な活動の一つとして、各地での腐食相談会が

開催され、結果の一部はＱ＆Ａ記事として腐食センターニュースに反映された。また、外部からの

種々の検討依頼事項が腐食センターに持ち込まれ、開設後の１０年間（Phase I）としてはほぼ満

足のいく成果との評価を受けた。しかし、１０周年記念特集号の記述として１０年目以降の腐食セ

ンター活動（Phase II）をどうするべきか、との項目はあるが、当時は腐食防食の依頼案件を多く

処理していた公的工業試験所や民間のテクノ会社との競合は避けることを前提にしたことが主因

ではないにしても、運営費用の捻出には難しさを感じていた。腐食防食分野で活躍された方々が定

年を迎えた時期でもあり、腐食センターでの有能な活躍を期待できる方々に「是非、ブレーンスト

ーミングを開催して欲しい」、との言葉で松島博士の稿は終っている。 

今後の腐食センターの進む道に関しては、現在の腐食センターのメンバーにその検討を委ねられ

た訳でもあるが、２０周年を迎えた今日でもその道は完全には見出されていない。 

 

２．日本産業業界の腐食問題 

２１世紀になって図１１）に示すように、高圧ガス保安法に規制されている構造物の事故、すなわ

ち産業事故が急増している。その原因としては、何故か、技術面より人的面の要因が強いと言われ

ている。設備の高経年化、熟練技術者からの技術伝達不足、事故情報の共有化不足、メンテナンス

（設備管理）への費用負担不足、加えて設備の運転が余りにも自動化（ＤＣＳ；Digital Controlling 

System）された結果、プラントや設備の健全性を十分に把握していない運転員やメンテナンス要員

が増えた、などと言われている。図１の産業事故の現象を爆発、火災、噴出・漏洩、破裂・破壊に

分類して調査した結果を図２２）に示すが、事故全体の 1/3 は材料の劣化・腐食に起因しており、

噴出・漏洩に関しては設備上の問題で事故を起こした件数の９０％近くが劣化・腐食に起因してと

しており、材料の劣化や腐食に起因した事故件数が圧倒的に多いと報告されている。 
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１９９０年後半以降、金属工学や腐食防食学、さらには化学工学など産業界の基盤技術を支えて

きた学問分野の見直しが起こり、これらの分野は成熟しきった分野との理解を基に弱体化し、腐食

防食の活動も大学だけでなく、企業においても低下した。しかし、産業事故の要因となった事象は

「構成材料の劣化・腐食」であり、腐食防食分野の唯一の専門学会である腐食防食学会腐食センタ

ーの存在価値は益々高くならなくてはいけない環境にある。 

 
 

 
図１ 法規制対象の機器・構造物の産業事故推移 

 
 
 

 
 

図２ 高圧ガス設備の事故の現象と原因別分類（２００７年） 
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３．世界の “Corrosion Center” 

では世界に顔を向けたらどうであろうか。世界最大の化学プラントを有するドイツのＢＡＳＦの

材料損傷の報告３）によると、種々の損傷の内７０％以上は腐食に起因しており、その中でも図３に

示すように損傷の起こる時期や場所の予測が困難な応力腐食割れ（ＳＣＣ）や腐食疲労などの割れ

事例が多く報告されている。 

 

 

 

図３ ＢＡＳＦの材料損傷事例（２００８年） 

 

 

これらの解決策には高経年化やメンテナンス技術の伝承不足などを日本よりも１０年以前に経

験してきた欧米から発信されてきた材料損傷のデータベース構築の必要性、材料損傷のリスク管理

などがある。しかし、欧米や日本だけでなく、アジア地区の種々の工業地帯で同様の問題を抱えて

いることも十分視野に入れて考えるべきである。 

これらの腐食問題の解決手段としての第３者機関の動きは重要であり、英国の腐食コスト報告書

である “Hoar Report”に端を発して発足したマンチェスター工科大学（ＵＭＩＳＴ）での CAPCIS

の動きがあり、腐食防食に関する大学と企業の最初の共同作業でもあった。その他には、アメリカ

のオハイオ州立大学の Fontana Corrosion Center、オハイオ大学の Institute for Corrosion、

バージニア大学の Center for Electrochemical Science and Engineering、などがある。何れも

外部から依頼された腐食問題に対する研究やコンサルタント業務を有料で行っており、会員企業向

けの技術情報提供や研究成果の開示も行っている。国内では、公的機関である地方自治体の工業試

験所による各地方の中小企業向けの技術相談があり、大学関連では室蘭工業大学の機械系学科の共

通活動として腐食防食相談室が設けられており、海外の大学が有している “Corrosion Center”

と同じような活動がインターネットで報告されている。一例としては、前述した CAPCIS は効率よ

くインターネットを活用し、検討可能な技術領域を下図に示したように紹介している。 
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図３ ＵＭＩＳＴ／ＣＡＰＣＩＳのインターネット紹介 

 

    しかし、これら第３者機関として存在している “Corrosion Center” は、大学の材料や機械

系学科に併設された組織として動いており、研究施設や研究人材は豊富であり、ボランテア活動を

前提にこれまで活動してきた腐食センターとしては、組織遂行環境は相当異なる。 

 

４．腐食センターの今後の動き －世界を目指してー 

   腐食センターの業務は、 

・ 調査・研究の受託 

・ 腐食事例の原因調査および対策・材料選定等への助言 

・ 腐食に関する一般的な調査・研究 

・ 防食仕様、長期メンテナンス計画、腐食防食アセスメント等についての客観的かつ中立

的立場での評価判定 

・ 実習講習会の開催 

などが謳われている。その業務を遂行する人材としては、日本の代表的な腐食防食の専門家が腐食

センターに集まっているが、腐食センターの運営基盤を支える外部からの有料依頼事項は残念なが

ら“待ち”の状態にある。加えて、本シンポジウムでも腐食センターの過去５年間の相談業務の報

告があったが、種々の分野からの相談で技術援助としての評価は高かったが、肝心の対価費用はこ

れからの問題でもある。 

腐食防食に関するニーズは、単に日本だけでなく、韓国、台湾、シンガポールなどの近隣諸国を

含めた世界の多くの工業地域で同様な問題を抱えており、今回のシンポジウムでも紹介のあった中

東地区のクウェート国立科学研究所との共同事業も腐食センターとしての新たな動きでもある。中

立機関としての腐食センターの将来を目指した動きとしては、１）腐食相談のより一層の活躍と共

に、その成果を技術共有化の手段として可能な限り腐食センターニュースに掲載し、その検索機能

の強化を図る、２）海外の Corrosion Center が宣伝活動手段として活用しているインターネット
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で、より効率よく、より理解が可能となる腐食センターのホームページの充実化、３）国内外で腐

食工学を要望する機関への人材派遣、４）高経年化した社会資本基盤施設や化学プラントの安全・

安心を目的にした国や企業のプロジェクトへの参画の模索、などを強く進める必要がある。 

いずれにしても、腐食センター活動の過去２０年間で種々検討してきたが、新たな活動方向を目

指した更なる動きを腐食センターに係っている方々との意見交換を進めていきたい。最後に、松島

博士の設立１０周年特集号に書かれた“腐食センターの Phase II は？”との問いに「腐食防食学

会会員各位の積極的なご意見と関与を戴き、再度のブレーンストーミングをしようではないか」と

の言葉で、本稿を結びたい。 
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